
2021.3.21  地脇 聖孝（元福島県西郷村）

原発事故からもう（まだ）10年
福島の現状とこれから



福島原発告訴団・福島原発刑事訴訟
支援団に参加 事故責任追及へ



第１次告訴

• 2012.3.16 福島原発告訴団 結成
• 2012.6.11 第１次告訴（福島地検宛て）
• 告訴・告発人 福島県民1,324人
• 業務上過失致死傷（刑法第211条）→５年以
下の懲役若しくは禁錮又は１００万円以下の
罰金

• 放射線が身体を通過することを「傷害」と判断
（ただし、強制起訴時は双葉病院患者の避難による
死亡を業務上過失致死傷とする容疑事実に変更）

• 被害は必ず目に見えるとは限らない。精神障
がいのように見えない被害も罪に問える



第２次告訴

・2012.11.15 第２次告訴

・告訴・告発人 全国（海外含む）から 13,262人
（第１次告訴の福島県民1,324人含む）

・告訴容疑に「激発物破裂罪」（刑法第117条）
を追加（火薬、ボイラーその他の激発物を破裂させて、物を

損壊した者について、故意の場合は放火、過失の場合は失火
に準じて処罰）



検察審査会とは？

• 一般の国民からくじで選ばれた11人の検察
審査員によって構成され、検察官の行った不
起訴処分の当否を審査する制度。検察審査
会法の制定・施行により1948年に発足。

• 当初は「不起訴不当」の議決にも強制力がな
かった→2009年以降、起訴相当議決が２度
出れば被告は強制起訴、裁判へ(起訴議決
制度)。

• 11人中8人の同意で「起訴相当」、過半数の
同意で「不起訴不当」と議決できる。



東電経営陣3名を「起訴相当」
• 勝俣恒久元東京電力会長、武藤栄、武黒一郎の
両元副社長について、東京第５検察審査会は起
訴相当と議決(2014.7.31)。検察が再び不起訴と
したため、1年後に再度「起訴相当」議決。



その後の動き
東京五輪決定の翌日！

５７３７名が申立て

2015.1.22 再び不起訴

2015.7.31 強制起訴決定

2016.2.29 強制起訴



日本の裁判史上最悪レベル
東京地裁の訴訟指揮

• 2019.9.19 東京地裁、３被告に無罪判決

• 「福島第1原発に15.7mの津波」の根拠となっ
た政府の地震調査研究推進本部（地震本部）
の長期評価の信頼性を否定、争う余地がな
いと思われた予見可能性も認めず

• 永渕健一裁判長→事故を起こした東電では
なく、被害者・県民を犯罪者扱い。女性傍聴
者のスカートの中まで検査する重大な人権侵
害



38回（判決含む）の公判で
わかった事実①～長期評価の科学性

• 福島県沖で地震があり得るとした地震本部の
長期評価（2004年公表）には科学性があり、
信頼できる（地震学者が議論の過程で同意、
異論なし）

• 原子力安全・保安院（事故後は原子力規制
委に移行）は、地震本部の長期評価を津波
対策に盛り込むため、耐震バックチェックの
要請をしていた。他の電力会社が従う中、東
京電力だけが対策を先送り



38回の公判でわかった事実
②古文書も証拠になる

• 近代以前の地震が記録されている「古文書」
も地震を裏付ける証拠になり得る。

• 近代に入るほど地震の記録は増えるが、地
震が増えたわけではなく時代が古いほど「記
録されていない」「精度が悪い」だけ。
(2018.5.30 第13回公判から）

• 「記録されていない、精度が悪い＝地震がな
かった」として対策を取らなかった原子力ムラ
の態度は誤っている。



38回の公判でわかった事実
③事故の主犯は武藤栄副社長

• 長期評価に基づき「福島第1に15.7mの津波
の可能性」→東電社内会議で報告受ける

• しかし「新潟県中越沖地震で柏崎刈羽原発が
止まっているのに、長期評価を取り入れれば
福島第１まで止まって利益が減る上、5千億
円以上も追加費用がかかる。対策は先送りし
（電力会社も加わる）土木学会に再調査を依頼
しよう」と言い出す(2008年）

• 津波対策は3.11に間に合わず



38回の公判でわかった事実
④利益優先、東電だけの異常な判断

• 「柏崎刈羽も止まっているのに、これに福島も
止まったら、経営的にどうなのか、って話でね
」（酒井俊朗・東電土木調査グループGM）

• 「こんな先延ばしでいいのか」「なんでこんな
判断するんだ」（日本原子力発電取締役開発
計画室長）

• 東電が先送りした津波対策を原電は進め、他
の電力会社は終えていた



38回の公判でわかった事実
⑤あの「大御所」が決定的証言

長期評価を取り
入れたら困る人
がいるので、中央
防災会議は強引
な決め方をした。
原子力に配慮し
た政治的な判断
だとしか私には思
えない。

対策をしていれば福島原
発事故は防げたと思う。
(2018.5.9 第11回公判)

①長期評価を公表させないよう、
中央防災会議（首相直轄）の圧力
があった ②長期評価に基づく対
策をしていれば事故は防げた、と
決定的証言



38回の公判でわかった事実⑥
そして、2つの原発の運命は分かれた

巨大津波に襲われる
福島第１(2011.3.11)



一方、東海第2原発では・・・

• 非常用電源装置を津波から守るため、防潮堤を
4.9m→6.1mにかさ上げする工事が震災のわずか2

日前（震度5弱の前震発生日）に完成、事故免れる

Yahoo!地震情報より



原子力発祥の地を預かった「あの人」も

津波があと70センチ高かったら、あるいは来るのがあと２
日早かったら、東海第２も終わっていた（2012年9月 日本
外国特派員協会での講演で）



村上達也・元茨城県東海村長は

• 「原発がなくなると旅館、商店街が寂れる」と原発推進派は
言うが、順序が逆。原発を導入することが原発依存を生んで
いる。「今後の福島、泊、寿都、神恵内をどうするか」に対す
る有力回答。苦しくても子孫に誇れるまちづくりが重要。

• 片岡春雄・寿都町長へ～自分で「麻薬」を飲むのは止めよ！

原発を誘致すると既存の産業は
全て消えていく。第一次産業に
従事していた人々は原発の作業
員、職員として採用されていく。
自動車屋もガソリンスタンドも全
部原発に依存。えらい金が入る」

（「原発利用のための制度の変
化に関する考察－福島原発事
故の影響に着目して－」（公共政
策大学院、2017年）より）



「原発で経済が潤う」は神話だった
• 2017年の著書。柏崎刈羽原発の地
元紙「新潟日報」の取材

• 「原発全基停止による売り上げの減
少があるか」→３分の２に当たる67

社「ない」

• 「原発による間接的な経済効果はあ
るか？」→半分近い48社「なかった」

• 柏崎市主要４産業における過去40

年の就業者数、市内総生産額の推
移を原発のない周辺各市と比較して
もその差はなかった。

• 「原発がなくなると廃業しかない」と言
っている地元商店主、経営者は単に
自分が努力していないだけ。



西郷村
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受診対象者 受診者
甲状腺
がん
確定

甲状腺
がんの
疑い

がん・

疑いの
合計

１巡目
（先行検査）

３６７,６３７ ３００,４７２
（８１,７％）

１０１ １４
（良性１名除く）

１１５
（良性１名除く）

２巡目
（本格検査）

３８１,２４４ ２７０,５４０
（７１,０％）

５２ １９ ７１

３巡目
（本格検査）

３３６,６６９ ２１７,５２６
（６４,６％）

１３ ５ １８

４巡目
（本格検査）

２９３,８６５ ４１,５３７
（途中・１４,１％）

０ ０ ０

節目検査
（25歳時検査）

２２,６５３ ２,００５
（途中・８,９％）

０ ２ ２

合計 １６６ ４０
（良性１名除く）

２０６
（良性１名除く）

福島県民健康調査 甲状腺検査
2018年9月30日現在（2018年12月27日発表） 単位：人
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福島県民健康調査 甲状腺検査

県民健康調査検討委員会は、事故前の数十倍の発症と
認めているが、放射線の影響は「考えにくい」としている

これまで公表された数に含まれていない甲状腺がんの
子どもたちが、さらに１１人いたことが明らかになった。

発生数の増加はスクリーニング効果ではないか？
→検討委員会は、それを加味しても多く発生していると結論
→２巡目・３巡目でがんが発見された子どものほとんどは
１巡目でＡ判定であり、短期間でがんを発症している

過剰診断をしているのではないか？
→手術症例について議論されていない
→執刀医は、「症例が深刻で放置できない」と説明



誰のため何のために調査しているのか？

・子どもの甲状腺がん患者総数は不明

公式発表より、数十人多い可能性

・子ども医療助成制度

・甲状腺検査サポート事業

市民が情報開示の要請を行っている。



検討委の見解を覆すデータが判明！
（津田敏秀・岡山大教授調べ）

2016.4.16付け「週刊プレイボーイ」



甲状腺がんの発生率を
「汚染地図」と並べてみると

汚染が激しい地域ほど甲状腺がんの発生倍率が高いという相
関関係が明瞭に読み取れる。右図で汚染が最も激しい赤色の
区域の発生倍率が低いのは、ここだけ早期に強制避難になっ
たから。避難政策の有効性を裏付けるデータ。



事故による健康被害

早期死亡率（汚染地域） 早期死亡率（非汚染地域）

日本小児科学会（2017年）における「医療問題研究会」報告。
放射能汚染地域（千葉、福島、群馬、茨城、岩手、宮城、新潟、
埼玉、栃木、東京、山形11都県、左）とそれ以外（右）の比較。
汚染地域は事故直後に早期死亡のピークがあり、その後も死
亡率が高止まり。
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県立医大医師は安定ヨウ素剤を
飲んでいた！！

県民には、「安全だから服用するな」

事故直後、3月12日から医大の医師、職員、
家族、学生は服用。口止めしていた。

（郡山の医師が情報公開請求して発覚）

数か所の町が自治体独自判断で服用した



戦争責任を取らなかった医師たち

• 『日本学術会議の発足に当たって、戦時中の
わが国の科学者の態度については反省すべ
きか否かが問題になったとき、多数決で…反
省する必要はないという事になった。…とくに
医学部門の人たちは一致して強く、戦時中の
反省を必要としないと主張した」「旧憲法によ
って協力したのであるから当然の事であると
いうのである』

• 『科学と技術』（武谷三男・著、勁草書房、１９
６９年）より。



今こそ戦争責任から追及を！

• 「国策だから自分たちの責任ではない」と戦
争責任を回避する科学界で医師たちは主導
的役割を果たした。

• 「（子どもの被曝限度）年間100mSvは国が決め
たことだから日本国民は従う義務がある」（山
下俊一・福島県立医大副学長）。

• 背景に「戦争責任を取らなかった医学界の体
質」がある。今こそ医師の戦争責任追及を！
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「３・１１甲状腺がん子ども基金」 設立

甲状腺がんの子どもに医療資金を提供する民間市民団体
による基金が発足。嬉しい動きだが、本来は国や自治体
の仕事。なぜ市民がここまでしなければならないのか？



郡山市長が極秘作成していた避難計画

福
島
県
郡
山
市
に
「避
難
計
画
」が
あ
っ

た
こ
と
を
報
じ
る
「朝
日
」。
避
難
が
自
治

体
に
よ
る
住
民
防
護
と
し
て
政
策
に
な
り

得
る
こ
と
を
示
し
て
い
る
。
（県
内
誌
「政

経
東
北
」も
２
０
１
５
年
２
月
に
報
道
）



学校疎開の成功例も

• 福島朝鮮初中級学校（
福島県郡山市）が2011
年5月から2学期が終
わるまで、新潟朝鮮初
中級学校に疎開。

• 各種学校だからこそ、
文科省の方針に関わら
ず疎開できた。

• 避難の最大の妨害勢
力は国（文科省）。



• 政府の方針は避
難どころか「帰還」

• 帰還困難区域
(50mSv/年超)

→方針決まらず

• 居住制限区域
(20mSv/年を超え
50mSv/年以下)

→避難指示解除

• 避難指示解除準
備区域
(20mSv/年以下)
→避難指示解除



原則投げ捨て強制帰還
• IAEAの「助言」受け、原子力規制委「1mSv/年の除
染目標に必ずしもこだわらず」

• ICRP（国際放射線防護委）勧告に基づく日本政府
の法的基準（1mSv/年）さえ投げ捨て

• 原子力緊急事態では20mSv/年で生活させてもよ
い」とするICRP2007年勧告の適用が放射線審議会
で議論されている最中に3.11発生→正式な法手続
きも取らず、2007年勧告を事実上「なし崩し導入」。

• 「原子力緊急事態宣言」解除できず。「福島だけ
20mSv/年で暮らせ」・・緊急事態を悪用した「1国2

制度」（ジャーナリスト団藤保晴さん）。



「お国のため被曝受け入れろ」
環境省秘密会の衝撃音声

• 「除染と国家」などの著書がある日野行介・毎日新聞記者
が情報公開請求で入手した衝撃の音声が、2019年3月12

日、札幌のコミュニティFM番組で放送（クリックで再生）。

• 放射性物質の基準を100bq/kg→8000bq/kgへ改悪し、福島
で出た除染土の「再利用」を狙う秘密会。環境省官僚「総論
に反対する人はいないと思うけど、各論。（汚染土が）自分の
ところに来たときに、日本のため、お国のためにお前、我慢し
ろと」「8000(bq/kg)まで（汚染土再利用を）行けますという非
常にわかりやすい・・・シナリオを逆算して。問題はたぶんな
いんだろうと思うけど、計算上はたまたまそれが許されないよ
うになっているんで（基準を緩めて解禁の方向で）」

https://www.youtube.com/watch?v=Kvzrv8L0p6E


日本はいつからこんな国に？

• 放射能汚染土の利用基準を80倍に引き上げ、市民

を汚染にさらし、被ばくさせる重大な政策変更をヘラ
ヘラ笑いながら話し合う官僚たち。

• 日本はなぜこんな腐った国になってしまったのか。
この国に未来はあるのか？



原発の利権構造（１）



原発と利権構造（２）
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差別と貧困、情報統制の上に建つ原発（１）
～女性差別と原発（１）

• アイリーン・美緒子・スミスさん「（原子力ムラは）組
織の論理と既得権益しかない男の集まり」

• 福島原発告訴団長・武藤類子さん「第１次被告訴人
33名に女性は１人。原子力ムラは典型的な男ムラ」

• 世界経済フォーラム「グローバル・ジェンダー・ギャッ
プ2019年版」で日本の女性の社会進出度数は世界
121位（「政治」分野に限れば144位）



差
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原発は「女性の地位の低い地域」に集中

• 内閣府「男女共同参画マップ」上で原子力施設のある
県に原子力マークをプロット。

• 原発があるのは北海道、青森県、宮城県、福島県、
新潟県、石川県、福井県、茨城県、静岡県、島根県、
愛媛県、佐賀県、鹿児島県（１３道県）。

• 市区町村議会における女性議員の比率が白（５％以
上１０％未満）は２１県。

• 原発のある道県が１３しかないのに、そのうち９つが
女性議員の比率が最も低い県と重なっている。



原発推進派の卑劣な女性蔑視

• 「女の人が原子力のことを考える必要はない。女の
人なら、料理の講習は各営業所でやっているので、
そちらにどうぞ」（1974.5.20、岩田和夫・関西電力
広報部長）

• 「原発猛語録・原子力推進派のとんでもない発言集」（ふゅー
じょん・ぷろだくと）より

• 森喜朗・前五輪組織委員長が「女がいると会議が長
い」と無根拠に放言する未開野蛮の差別国家・日本
のお寒い現状を物語る。

• 「世界に冠たる女性差別大国」日本で原発事故が起
きたのは偶然ではない。



子どもへの許し難い差別も

• 「50年後に生まれてくる子どもが全員、片輪
になっても、原発はやった方が良い」
（1983.1.26、高木孝一・福井県敦賀市長（当
時）の原発講演会での発言）。

• 高木敦賀市長は、高木毅衆院議員（自民、福
井2区、復興大臣など歴任）の父親。

• 敦賀市は現在も「全国原子力発電所所在市
町村協議会」（全原協）会長ポストを死守。



当
時
の
新
聞
報
道
か
ら

原
発
推
進
派
は
差
別
主
義
者

「
原
発
は
金
に
な
る
」
「
五
〇
年
後
、
百
年
後
に
生
ま

れ
る
子
供
が
み
ん
な
障
害
者
で
も
心
配
す
る
必
要
は

な
い
」な
ど
暴
言
、
放
言
の
オ
ン
パ
レ
ー
ド
。
原
発
推
進

派
は
金
の
亡
者
で
差
別
主
義
者
。



差別と貧困、情報統制の上に建つ原発（２）
～都道府県民所得と原発との関係

• 元データ：
2009年度「都
道府県別県民
雇用者所得」
（内閣府）

• 所得が低い道
県ほど原発が
建てられてい
ることが一目
瞭然。



原発の燃料は「差別」「貧困」

• 事故直後、福島県内での脱原発講演会で
「原発の燃料は何？」との質問に「差別・貧
困」と答えた聴衆がいた（講師は「正解」にし
ていた）。

• 原発は「経済的に貧しい地方の住民の顔を
札束で殴って作られる」。私たちが漠然と抱い
ていたそんなイメージは、事実だった。

• 差別なくして原発は動くことができない。



（結論）原発をなくす方法

• 放射能汚染、健康被害の実態を暴き、可視
化する

• 帰還政策を拒否し、避難・移住を拡大する
（原発事故で住めない土地が生まれることを
推進派は恐れている）

• 刑事・民事の両面で、事故責任を追及する

• 地方を自立させ、豊かにする

• 女性の地位を向上させ、差別をなくす



最近の福島を
めぐる話題



汚染水海洋放出問題
• 政府の海洋放出案に対し、一般市民も漁業者（県漁連、全
漁連）も反対。昨年内の海洋放出を目指した国の戦略は破
たん。漁業者が反対する風評だけではなく、トリチウムによる
実害も心配。

• 東電は「タンクの設置場所がない」とするが、場所はある。



区域外避難者への家賃２倍請求問題
都
内
の
国
家
公
務
員
住
宅
に
住
む
「自
主
」避
難
者
に
対
し
、

県
は
追
い
出
し
訴
訟
や
家
賃
２
倍
請
求
で
締
め
付
け
。
避
難
者

の
福
島
の
家
族
に
ま
で
「
公
務
員
住
宅
に
居
座
る
お
宅
の
○
○

に
出
て
行
く
よ
う
に
言
え
」
と
の
文
書
送
り
つ
け
。

し
か
も
、
住
民
基
本
台
帳
を
勝
手
に
閲
覧
し
家
族
の
住
所
を

割
り
出
し
て
い
た
（
住
民
基
本
台
帳
法
違
反
の
不
正
利
用
）
。



避難者に冷酷な内堀知事
• 「自主」避難者は県の紹介で公務員住宅に入った。都
営住宅に応募しているが１０回落選の人もおり「勝手
に居座っている」わけではない。病気で働けず、行き
場所もない人がほとんど。

• 本人同意のない一方的な居住条件の不利益変更（家
賃２倍化）は、民間住宅の場合、借地借家法で禁止さ
れている（公務員住宅は借地借家法対象外だが、避
難者には公務員とは違う条件の契約形態で貸し出さ
れており追い出しは論外）。

• 自主避難者が何十回も面会を求めているのに、知事
は１度も会わず。原発問題の発信もせずトップ失格。



問題だらけの「伝承館」
2020年9月、福島県双葉町にオープン



わずか半年で展示
内容見直しへ

• 「福島は復興に向けて頑張っ
ているという美談だけ。事故
原因に触れていない」（元原発
作業員・今野寿美雄さん）

• 県に不都合ことは書かない「
復興と風評被害撲滅」だけの
アピール館。

• 県民からの厳しい批判受け
わずか半年で展示見直しへ。
何を伝承するのか？

2021.3.8「毎日」



3.11から10年。
この間、何が変わり、また
変わらなかったのか？



大きく変わったもの～世論

• 事故後は脱原発世論が圧
倒的。「即廃止」「段階的廃
止」を合わせると7割以上。

• 日本原子力文化財団の世
論調査でさえ「廃止」が一度
も6割を割ったことがない。

• 「原子力文化」・・・日本原子力文化財団
発行の月刊誌。「チェルノブイリ原発事
故が原因で甲状腺がんになった人は50

人だけです」（重松逸造・元放射線影響
研究所理事長）などというデマ発言を垂
れ流す。原子力ムラの洗脳媒体。



少し変わったもの、変わりつつあ
るもの～企業・民間団体

• JA全中（全国農協中央

会）が将来的な脱原発
を掲げた10年間（2013

～2022年）の活動方針
を採択(2012年9月)

• 城南信金など脱原発を
公言する企業も

• 電力会社、経団連は原
発に固執

JA全中の活動方針案(2012.9)



司法、立法、行政は？

• 司法・・・福島原発事故前、住民勝訴の原発
訴訟は「半世紀で2回」（もんじゅ差し止め訴
訟、志賀原発訴訟）。事故後は頻繁に差し止
め判決が出るように。大幅勝率アップ

• 立法・・・事故前と変わらず。原発推進の自民
が圧倒。

• 行政・・・環境省「秘密会」が象徴。事故前より
劣化、堕落



権力構造の「上」ほど変わらず、
「下」ほど変わった

政府、国会、
電力会社

企業、団体

市民（世論）

変化なし、または悪化

少し変化、または変化
の兆し

大きく変化

裁判所



これからの時代を生きるために～
「次の10年」の課題

• 権力構造の「下」から「上」へ、変化を波及させる。「
下」から「上」へのチャンネルを作り、育てる～反原
発運動を「政治変革」へ。野党共闘、市民と野党（自
民党も？）のチャンネルづくり

• 企業に「脱原発をしたほうが利益になる」とわからせ
る

• ほとんどの福島県民、避難者は10年を「節目」と思

っていない。原発事故の問題は何一つ解決しておら
ず、被害者救済に至っては始まってもいない。10年
を幕引きに使わせてはならない。



最後に～皆さん、自分に
正直に生きていますか？

• 「原発は何となく怖いけど、仕方ない」

• 「知らなかったことにしておこう」

• 生き方の見直しを迫った３．１１

• 日本人みんなが、日常生活の中で少しずつ、
何かをごまかしながら生きてきた結果では？

• もう、自分をごまかすのはやめよう。「清く正し
く美しく」、子どもたちに胸を張れる生き方に
変えよう。すべてはそこからしか始まらない。



ご清聴ありがとうございました。


